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平川 雄士　弁護士
Yushi Hegawa

97年東京大学法学部卒業。99年第一東京弁
護士会登録。同年長島・大野法律事務所（現 
長島・大野・常松法律事務所）入所。04年ハー
バード大学ロースクール卒業（LL.M.）。05年
ニューヨーク州弁護士登録。04～05年オルスト
ン＆バード法律事務所（ワシントンD.C.）の国際
租税グループ。07～13年上智大学法科大学院
実務家准教授（租税法）。13～17年同教授。
日経弁 護士ランキングの税 務分 野で選出

（2013年・2016年）、Chambers Asiaにて選
出（2011年-2017年）。租税法分野を中心に取
り扱う。

福田 政之　弁護士
Masayuki Fukuda

90年東京大学法学部卒業。90～91年国内金
融機関勤務。95年第一東京弁護士会登録。
99年ペンシルバニア大学ロースクール卒業（LL.
M.）。99～00年Katten Muchin Rosenman

（ニューヨーク）。00年ニューヨーク州弁護士登
録。同年長島・大野・常松法律事務所入所。10
～13年慶應義塾大学法科大学院非常勤講師

（信託法）。
主な取扱分野は、アセット・ファイナンスその他
の金融取引、信託取引、REITその他不動産取
引、アジア進出支援その他の国際取引を幅広
く扱う。



大久保 涼　弁護士
Ryo Okubo

99年東京大学法学部卒業。00年第一東京
弁護士会登録。同年長島・大野・常松法律事
務所入所。06年シカゴ大学ロースクール卒業

（LL.M.）。06～08年ロープス＆グレイ法律事
務所（ボストンおよびニューヨーク）勤務。10年
～JAXA契約監視委員会委員。
主な業務分野は、プライベート・エクイティ、
M&A、買収ファイナンス、金融商品取引法など
の複雑な企業法務全般およびテクノロジー、宇
宙関連。

塚本 宏達　弁護士
Hironobu Tsukamoto

98年京都大学法学部卒業。00年第一東京弁
護士会登録。同年長島・大野・常松法律事務
所入所。05年シカゴ大学ロースクール卒業（LL.
M.）。05～07年ワイル・ゴッチェル＆マンジス法
律事務所（シリコンバレー）。06年ニューヨーク州
弁護士登録。15年～長島・大野・常松法律事務
所ニューヨーク・オフィス。
雇用関連法、知的財産法の分野をはじめ、企業
活動に関連する多様な紛争案件に関与するほ
か、ニューヨーク・オフィス異動後は、日系企業が
米国で直面するさまざまな問題に継続的に助言
している。

❖ 所属弁護士等
399名（日本弁護士373名、外国弁護士26名）（2017年
12月1日現在）

❖ 沿革
2000年1月に長島・大野法律事務所と常松簗瀬関根法律
事務所が統合して設立

❖ 過去の主要案件
▽国内外におけるM&A案件・企業再編案件▽日本企業の
アジアや北米をはじめとする海外における事業展開の支援
▽ファイナンス・資金調達案件▽不正調査・不祥事対応案
件▽事業再生・倒産案件▽国際仲裁および海外争訟対応
を含む紛争案件▽労使紛争等の労働法関連案件▽不動
産・J-REIT関連案件▽知的財産関連取引・知財争訟案件
▽独占禁止法／競争法関連案件▽税務アドバイス・プラン
ニング、税務争訟案件▽インフラプロジェクト・資源・エネル
ギー関連案件▽薬事・ヘルスケア関連案件など多数

❖ 所属弁護士等による主な著書・論文（共著含む）
『取引ステップで考える実践的M&A入門』（2017）、『日
米欧　個人情報保護・データプロテクションの国際実務』

（2017）、『M&A担当者のための独禁法ガン・ジャンピン
グの実務』（2017）、『ニューホライズン 事業再生と金融』

（2016）、アドバンス会社法』（2016）、『公開買付けの理
論と実務〔第3版〕』（2016）、『不祥事対応ベストプラクティ
ス―実例から読み解く最新実務』（2015）（いずれも商事法
務）、『会社訴訟・紛争実務の基礎―ケースで学ぶ実務対
応』（有斐閣、2017）、『Q&A民法改正の要点 企業契約の
新法対応50のツボ』（日本経済新聞出版社、2017）、『会
社分割の法務』（中央経済社、2017）ほか多数

❖ 受賞歴
ALB Japan Law Awards 2017にてJapan Law Firm 
of the Yearを含む複数の部門において受賞。Chambers 
Global／Asia-Pacific 、The Legal 500 Asia Pacific、
IFLR1000、Asialaw Profi les、ALB（Asia Legal 
Business）Rankings等の外部機関による部門別評価にお
いて各分野にて継続的に高い評価
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